様式２　設置者変更認可申請書（専修・各種学校）

	





文書番号






　　　年　月　日

　（宛先）
　　埼玉県知事　　　　　　




　　旧設置者
○○市○○町○丁目○番○号






○○学校設置者






学校法人○○学園






理事長　○○○○




　　新設置者
○○市○○町○丁目○番○号






学校法人○○学園






理事長　○○○○

○○学校設置者変更認可申請書

 eq \o\ac(□,専)　このたび、○○学校の設置者を変更したいので、学校教育法第１３０条第１項及び同法施行規則第１８９条において準用する同規則第１４条の規定に基づき、認可を申請します。

 eq \o\ac(□,各)　このたび、○○学校の設置者を変更したいので、学校教育法第１３４条第２項において準用する同法第４条第１項及び同法施行規則第１９０条において準用する同規則第１４条の規定に基づき、認可を申請します。

記

１　変更理由書

２　変更年月日（予定）

３　要項

４　新設置者となる法人の役員等名簿　　　　　　
（添付書類）

・履歴書

・就任承諾書
・役員等が私立学校法に定める資格に適合する旨の誓約書
・（既設法人のみ）法人登記全部事項証明書
　


提出部数　１部

提出期限
意見を聴取する私立学校審議会の30日前まで
※事前に担当者へ相談すること


埼玉県（学事課）所管法人で寄附行為認可、寄附行為変更認可又は法人解散手続が必要な場合は、同時に申請すること。

※ 新たに学校法人を設立する場合は「理事長」を「設立代表者」とすること。

※文書番号がない場合は、日付のみ記載すること。

※専修学校か各種学校かにより、根拠法令が変わるので、適切な根拠を記載すること。

３ 要項
作成例1(2)

４ 新設置者となる法人の・・・
役員等名簿：作成例2(1)

就任承諾書：作成例2(2)

誓約書：作成例2(3)
	５　施設の概要書　　
（添付書類）

・公図

・校舎の平面図、配置図
・位置図

・校地・校舎の全部事項証明書
６　校具、教具、図書及びその他の備品の概要書

７　設置者変更に伴う資産・負債の引継状況、当該事業に要する経費及び
　　完成年度までに要する資金を説明する書類　　　
（例）

・寄附申込書など財源を証する書類

・債務を引き継ぐ場合→債務引継書

・負債がある場合→負債償還計画書

・事業計画書など使途を証する書類
８　所定の手続を経たことを証する書類　
（例）

新設法人の場合・・・設立発起人会議事録（写し）
　　　　　　　　　　寄附行為（案）

既存法人の場合・・・理事会、評議員会等の議事録

　　　　　　　　　　現行寄附行為（又は定款等）
９　虚偽の申請をしていないことの誓約書

10　学校案内図

11　その他必要と認められる書類　
（例）

・旧設置者の法人登記全部事項証明書

・（校長が変わる場合）→校長の履歴書
・（養成施設の指定を伴う場合）→指定に関する調書

・時間割表（各教科と担当教員名が入ったもの）

・その他



５ 施設の概要書

作成例5

校舎平面図：教室利用計画を記入すること

６ 校具、教具、図書・・・
作成例6

７ 学校設置に要する経費・・・
寄附申込書：作成例7(1)

債務引継書：作成例7(2)

負債償還計画書：作成例7(3)

事業計画書：作成例8

財産関係書類：作成例10

８ 所定の手続きを経たこと・・・
設立発起人会議事録：
　作成例9(1)

理事会、評議員会等の議事録：
　作成例9(2)～(4)

現行寄附行為：作成例14

９ 虚偽の申請をしていないことの誓約書
作成例11
10 学校案内図

最寄駅から作成すること。


11 学事課に相談のこと

　設置者の変更に伴い校地校舎や学則等の変更がある場合は、それらの関係書類を含む。
